6  総合評価

選定した生活環境影響調査項目について、最終処分場の変更（拡張）後の影響の予測結果と環境保全目標との対比の結果及び環境保全対策をまとめると以下に示すとおりであり、全ての調査項目で生活環境の保全上の目標との整合が図られているとともに、環境への影響を可能な限り低減するための適切な対策の実施により、実行可能な範囲で回避・低減されていると考えられる。

6.1  大気質

6.1.1 埋立作業による粉じん

埋立作業による粉じんの影響については、砂やほこりが立ちはじめる風力階級４以上が発生する頻度は年間で3.8％と低い頻度となっていた。
また、環境影響の回避・低減を図るため、土砂等の飛散防止のため、周囲には植樹、フェンスの設置、散水車による散水を行う等の環境保全対策を実施する。

以上のことから、変更（拡張）後の埋立作業による粉じんの影響については、生活環境の保全上の目標との整合が図られているとともに、実行可能な範囲で回避・低減されていると分析する。

6.1.2 埋立作業による二酸化窒素及び浮遊粒子状物質

埋立作業による二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響については、窒素酸化物の寄与濃度は、直近住居で0.000068ppm（環境濃度に占める割合は0.61％）と寄与は小さく、また、二酸化窒素濃度は、各予測地点とも環境基準値を下回っていた。

浮遊粒子状物質の寄与濃度は、直近住居で0.000014mg/m3（環境濃度に占める割合は0.06％）と寄与は小さく、また、各予測地点とも環境基準値を下回っていた。

また、環境影響の回避・低減を図るため、埋立作業機械等の整備・点検を行う等の環境保全対策を実施する。

以上のことから、変更（拡張）後の埋立作業による二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響については、生活環境の保全上の目標との整合が図られているとともに、実行可能な範囲で回避・低減されていると分析する。

6.1.3 廃棄物等運搬車両の走行

廃棄物等運搬車両の走行に伴う自動車排出ガスの影響については、窒素酸化物の寄与濃度は、最大で、0.00021ppm（環境濃度に占める割合は1.3％）と寄与は小さく、また、二酸化窒素濃度は、各予測地点とも環境基準値を下回っていた。

浮遊粒子状物質の寄与濃度は、0.00002mg/m3（環境濃度に占める割合は0.1％）と寄与は小さく、また、各予測地点とも環境基準値を下回っていた。

また、環境影響の回避・低減を図るため、廃棄物運搬車両等の整備・点検の実施、適正走行の周知徹底及び運搬車両が集中しないように運行指定を行う等の環境保全対策を実施する。
以上のことから、変更（拡張）後の廃棄物運搬車両走行による影響については、生活環境の保全上の目標との整合が図られているとともに、実行可能な範囲で回避・低減されていると分析する。

6.2 騒音

6.2.1 施設（浸出水処理設備）の稼働、埋立作業
住居側である事業計画地の北東側敷地境界における施設（浸出水処理施設）の稼働及び埋立作業に伴う騒音影響の予測結果は、埋立作業停止時間帯は33デシベルと騒音規制法に基づく規制基準値を下回ったが、埋立作業実施時間帯は63デシベルと規制基準値を上回る結果となった。

規制基準値を上回った原因は埋立作業機械の稼動音によるものであるが、埋立作業機械は、広大な処分場内を移動しながら順次埋立作業を行うため、敷地境界の特定の地点でこのような騒音が継続することはないとともに、処分場の周辺地域は森林・ため池及び大栄環境株式会社管理地であるため、敷地境界付近には住居等の保全対象施設は存在せず、将来立地する可能性もほとんどない。

なお、将来、敷地境界付近に住居等の保全対象施設が立地する場合には、必要な騒音対策を講ずることにより規制基準を遵守する。

また、環境影響の回避・低減を図るため、埋立作業機械等の整備・点検の実施及び低騒音型機械を使用する等の環境保全対策を実施する。

以上のことから、施設の稼働及び埋立作業に伴う騒音の影響については、生活環境の保全上の目標との整合が図られているとともに、実行可能な範囲で回避・低減されていると分析する。
6.2.2 廃棄物等運搬車両の走行
廃棄物等運搬車両の走行に伴う自動車騒音の影響については、地点２で環境基準値を下回る結果となっている。地点１及び地点３は、現状で既に環境基準値を超えている状況であるが、増加する騒音レベルは、0デシベルと予測され、周辺道路沿道の騒音に対する影響は軽微と考えられる。

また、環境影響の回避・低減を図るため、廃棄物運搬車両等の整備・点検の実施、適正走行の周知徹底及び運搬車両が集中しないように運行指定する等の環境保全対策を実施する。
以上のことから、廃棄物運搬車両の走行に伴う自動車騒音の影響については、生活環境の保全上の目標との整合が図られているとともに、実行可能な範囲で回避・低減されていると分析する。

6.3 振動

6.3.1 施設（浸出水処理設備）の稼働、埋立作業
住居側である事業計画地の北東側敷地境界における施設（浸出水処理施設）の稼働及び埋立作業に伴う振動影響の予測結果は、埋立作業実施時間帯で54デシベル、埋立作業停止時間帯で30デシベル未満と振動規制法に基づく規制基準値を下回る結果となった。

埋立作業機械は、広大な処分場内を移動しながら順次埋立作業を行うため、敷地境界の特定の地点でこのような振動が継続することはないとともに、処分場の周辺地域は森林・ため池及び大栄環境株式会社管理地であるため、敷地境界付近には住居等の保全対象施設は存在せず、将来立地する可能性もほとんどない。
また、環境影響の回避・低減を図るため、埋立作業機械等の整備・点検の実施及び低振動型機械を使用する等の環境保全対策を実施する。
以上のことから、施設の稼働及び埋立作業に伴う振動の影響については、生活環境の保全上の目標との整合が図られているとともに、実行可能な範囲で回避・低減されていると分析する。

6.3.2 廃棄物等運搬車両の走行
廃棄物等運搬車両の走行に伴う自動車振動の影響については、各予測地点とも道路交通振動の要請限度を下回るとともに、振動の人の感覚閾値（55デシベル）も下回る結果となっている。また、増加する振動レベルは、全ての地点で0デシベル以下と予測された。

また、環境影響の回避・低減を図るため、廃棄物運搬車両等の整備・点検の実施、適正走行の周知徹底及び運搬車両が集中しないように運行指定を行う。
以上のことから、廃棄物運搬車両の走行に伴う自動車振動の影響については、生活環境の保全上の目標との整合が図られているとともに、実行可能な範囲で回避・低減されていると分析する。

6.4 悪臭

6.4.1 施設（浸出水処理設備）の稼働及び施設（埋立地）
悪臭の影響については、既存の施設稼働時の敷地境界線での特定悪臭物質濃度は、規制基準値以下であり、既存の施設において良好な環境が保たれていた。

本施設に搬入される廃棄物は、既存の施設と同様に建設廃材の中間処理後の残渣が主であり、環境保全対策を講じることから、周辺環境に及ぼす影響は小さいものと予測された。

また、環境影響の回避・低減を図るため、浸出水処理施設には脱臭設備を設置し、また、埋立地にはガス抜き孔又は竪型集水管を設置し、悪臭の発生を抑制する等の環境保全対策を実施する。

以上のことから、悪臭の影響については、生活環境の保全上の目標との整合が図られているとともに、実行可能な範囲で回避・低減されていると分析する。
6.5 水質

河川等の水質への影響については、以下に示す各項目の結果より、影響は小さいと予測された。
また、環境影響の回避・低減を図るため、埋立地内の雨水（廃棄物等に触れない掘削法面に降った雨水等を除く）は、脱窒・膜ろ過・活性炭濾過等の設備を持つ浸出水処理施設にて管理基準値以下に処理後、沈砂機能を備えた防災調整池を経て放流する等の環境保全対策を実施する。
以上のことから、河川等の水質への影響については、生活環境の保全上の目標との整合が図られているとともに、実行可能な範囲で回避・低減されていると分析する。

6.5.1 定性的な予測とした項目

放流水質が予測地点の水質と同じか低い項目（ＳＳ、ダイオキシン類）及び放流水質が定量下限値未満の項目（銅と健康項目(硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素及びほう素を除く)23項目の合計24項目）については、今回、新設の浸出水処理設備と同程度の既存（平井８工区）の浸出水処理設備を基に放流水質を設定しており、新設の浸出水処理設備についても適正に維持管理することから、これらの項目の放流水質が自主管理基準値を大きく下回るとともに、環境基準値等も下回るものと考えられるため、予測地点の水質を悪化させることはなく、水質に及ぼす影響は無いと予測された。

6.5.2 数値計算による予測項目
（１）ＢＯＤ・ＣＯＤ・全亜鉛

ＢＯＤ・ＣＯＤ・全亜鉛については、ＢＯＤが新池下、繁和橋及び高津取水口の低水期で、全亜鉛が繁和橋及び高津取水口の平水期で、予測結果が環境基準値を上回っていた。また、ＣＯＤが新池下の低水期・平水期ともに、予測結果が農業用水基準値を上回っていたが、放流水質の濃度が現況水質よりも低いことから、水質への影響はないものと予測された。

また、その他の予測地点では、寄与濃度の増加はないことから、河川水質への影響はほとんどないものと予測された。
（２）全窒素

全窒素については、新池下の低水期・平水期ともに、予測結果が農業用水基準値を上回っていたが、低水期については、利水時期ではないことから、農業用水の利用に対する影響は小さいと予測された。また、予測結果は、安全側の予測を行うとの観点から、増加する放流水量の最大値（270 m３/日）で予測した結果であるが、今回の拡張で増加する平均的な放流水量（80ｍ３/日）で予測した結果、平水期については農業用水基準値を下回るとともに、寄与濃度も小さいと予測され、農業用水の利用に対する影響はほとんどないものと予測された。

また、その他の予測地点では、低水期・平水期ともに寄与濃度の増加はなく、水質への影響はほとんどないものと予測された。

（３）全燐

全燐については、予測を行った全ての予測地点及び時期で寄与濃度の増加はほとんどないことから、水質への影響はほとんどないものと予測された。

（４）硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素・ふっ素・ほう素
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素・ふっ素・ほう素については、予測を行った全ての予測地点及び時期で環境基準値を下回ったが、新池下の低水期でやや増加する結果であった。

また、その他の予測地点については、環境基準値を下回るとともに、寄与濃度の増加がほとんどないことから、水質への影響はほとんどないものと予測された。

6.6 地下水

地下水の影響については、地下水位の標高が増設区域の処分場整備完了時高さ（施工底盤）よりも約５m以上低い位置に存在しているとともに、処分場の現況地盤は、一部、整地のための掘削等による改変はあるものの、地下水に影響を及ぼすような掘削は行わず、その他の増設区域においては、現況地盤をほとんど改変しない。また、環境影響の回避・低減を図るため、浸出水による地下水汚染を防止するため、埋立地内には遮水シートを敷設する環境保全対策を実施する。

さらに、地下水の水の流れは、事業計画地内を南から北側（既許可区域から増設区域）へ流れており、周辺の集落（事業地計画地より北東側約600m）の方向には流れていない。

以上のことから、拡張による地下水への流れの影響は小さいと考えられることから、生活環境の保全上の目標との整合が図られていると分析する。
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